
 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 12 事業名 浪江町再生賃貸住宅整備事業（雇用促進住宅改修設計等） 事業番号 （1）-5-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町(直接) 

総交付対象事業費 （61,772（千円）） 

1,841,496（千円） 

全体事業費 1,841,496（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 災害公営住宅や復興公営住宅の入居対象とならない浪江町民や町内での事業再開に関わる従業員、復

旧・復興事業関連の方などが、新たに浪江町に居住する住宅を供給する。そのことで、復旧・復興を促進

し、町民の帰還意欲を高めることを目標とする。 

事業概要 

 浪江町復興まちづくり計画において「復興拠点の中心」の近接に位置している、昭和 60年建築の雇用促

進住宅(1棟 40戸×2棟=80 戸)を平成 27年度に買収し、平成 28年度には、住戸の全面改修、バリアフリー

化、外廊下の新設、エレベータの設置など現代のニーズに合った整備改修を行う。 

 

＜浪江町復興まちづくり計画（平成 26年 3月）＞ 

Ⅲ 復興まちづくり方針 

１ 避難指示解除に向けたまちづくり方針（平成 29年 3月までに準備するもの） 

Ｐ.21 （5）住宅の確保 

    ①自宅や民間賃貸住宅による住宅の確保 

    ・民間の賃貸住宅による住宅の確保についても、事業者等に要請していきます。 

２ 避難指示解除以降のまちづくり方針（平成 29年 3月以降の取組み） 

Ｐ.33 （1）居住地域の拡大 

    ・町民だけでなく、近隣市町村の被災者の受け入れや新たな住民を確保するための居住地域を検

討します。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 ・改修工事(建築本体、電気設備、機械設備、廊下棟・エレベータ新設、外構工事他) 

 ・工事監理委託 

地域の帰還環境整備との関係 

隣接して災害公営住宅、防災集団移転住宅を計画しており、一体的なコミュニティ形成が容易になり、

帰還意欲を助長する。また事業再開、復興事業関連の方も入居対象であり、復興促進につながる。 

 

関連する事業の概要 

浪江町再生賃貸住宅駐車場整備事業（効果促進） 

本事業に隣接する用地を取得し、駐車場として一体的に整備することでよりよい住宅環境整備の促進を図

る。 

 

 



 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 15 事業名 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区） 事業番号 （1）-1-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （292,898（千円）） 

911,453（千円） 

全体事業費 2,695,653（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 浪江町においては、地震・津波のほか放射線量の状況等により自宅への帰還が困難となる場合が想定さ

れる。このような状況においても、浪江町に帰還したい町民の帰還意欲を高めるとともに、帰還の判断を

迷っている町民の帰還の後押しを目標として、災害公営住宅を整備する。 

事業概要 

 平成２６年８月の意向調査結果に基づき、帰還の意思があり、かつ災害公営住宅への入居を希望してい

る町民向けに災害公営住宅８５戸（うち津波被災者分１６戸）を建設する。 

１工区２２戸、２工区６３戸と工区分けを行い、段階的に整備することで早期完成を目指す。 

【浪江町復興計画（第一次）】 

 6.ふるさとを再生していくための取組み 

  3）まちづくり計画の策定・推進と住まいの整備 

  （2）生活環境の整備、市街地の再生 

   ○町内復興公営住宅の早期設置 

   ・自宅にすぐに帰還できない方（津波被災者を含む）についても、同時期に町内での生活を再開で

きるように、復興公営住宅を中心とした住宅整備を進めます 

【浪江町復興まちづくり計画】 

 Ⅲ 復興まちづくり方針 

  1 避難指示解除に向けたまちづくり方針（平成 29年 3月までに準備するもの） 

  （5）住宅の確保 

   ③復興公営住宅の整備による住宅の確保 

   ・町内での生活を再開する上で住宅を確保できない町民のために、避難指示解除に合わせて、順次、

入居が可能となるよう復興公営住宅を整備します 

 ※上記、復興計画及びまちづくり計画における「復興公営住宅」は、今回整備する災害公営住宅と同じ

目的・機能を持つものである 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成２８年度～平成２９年度＞ 

【１工区分（２２戸整備）】（今回申請分） 

・造成工事 

 ・建築実施設計 

 ・建築工事 

 【２工区分（６３戸整備）】（次回申請分） 

・造成工事 

 ・建築実施設計 



 

 ・建築工事 

地域の帰還環境整備との関係 

 当該整備地域は、まちづくり計画における「復興拠点の中心」としている国道６号沿線に位置しており、

付近への仮設商業施設整備、福祉関連施設整備、小中学校の再開等が検討されている。これらの生活関連

施設と住宅の整備により、帰還環境の整備が進むものである。 

関連する事業の概要 

 復興交付金事業である津波被災者の防災集団移転先地の整備（宅地 7 区画）が、同一エリアに予定され

ている。造成については防災集団移転促進事業と合わせて実施していく見込みである。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 28 事業名 浪江町道路整備事業（請戸漁港小高瀬迫線） 事業番号 (1)-11-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 １５０，９６１（千円） 全体事業費 １，７２４，２５５（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 平成 29年 3月の避難指示解除に向けて、災害公営住宅整備事業による住宅団地整備や教育施設の整備、

請戸漁港の復旧、産業団地の整備等の各種復旧・復興の事業が進んでいる。その中で各施設へのアクセス

道路を一体的に整備することにより、帰還した住民の安全性と利便性の確保を図る。 

本事業により東日本大震災の被害の爪痕が未だにそのまま残っている津波被災地の復旧・復興事業の加

速に大きく寄与することにより、住民の帰還促進に繋げる。 

事業概要 

 防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業で整備される大平山地区住宅団地に居住する住民の交通

に関する安全性と利便性を確保できるように各種事業と一体的にアクセス道路の整備を行い、帰還する住

民の利便性を高める。 

 

 整備概要 

  請戸漁港小高瀬迫線（仮称）：L=2.81km W=11.0m 

   請戸漁港 ～ 大平山地区住宅団地 ～ 国道６号線 

 

 各種計画 

＜浪江町復興まちづくり計画 Ⅲ復興まちづくり方針 １５頁＞ 

(1) インフラの復旧・整備 ①道路関係 【その他の道路】（３５頁のイメージ図参照） 

 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞  

・道路詳細設計、地盤解析、用地測量、立木調査 

＜平成２９年度＞ 

・用地測量、用地交渉、工事着手 

地域の帰還環境整備との関係 

 浪江町で進んでいる各種復旧・復興事業を結ぶ道路を他の環境整備事業と一体的に整備する事により、

相互間通行の安全性と利便性が大きく向上する。それにより帰還した住民のコミュニティを再生、維持す

ることが可能となる。また、帰還に向けた各事業の事業予定地へのアクセスを確保し相互間通行を効率化

することにより、それぞれの事業の実施効率が向上し、浪江町の復旧・復興事業が大きく加速されること

が期待できる。 

関連する事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 



 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 29 事業名 浪江町道路整備事業（大平山来福寺東線） 事業番号 (1)-11-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 １１６，３９７（千円） 全体事業費 ３９１，７９５（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 平成 29年 3月の避難指示解除に向けて、災害公営住宅整備事業による住宅団地整備や教育施設の整備、

請戸漁港の復旧、産業団地の整備等の各種復旧・復興の事業が進んでいる。その中で各施設へのアクセス

道路を一体的に整備することにより、帰還した住民の安全性と利便性の確保を図る。 

本事業により復興拠点施設が集中する幾世橋地区の各種整備事業や東日本大震災の被害の爪痕が未だに

そのまま残っている津波被災地の復旧・復興事業の加速に大きく寄与することにより、住民の帰還促進に

繋げる。 

事業概要 

 防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業で整備される大平山地区住宅団地、幾世橋地区住宅団地

に居住する住民の交通に関する安全性と利便性を確保できるように各種事業と一体的にアクセス道路の整

備を行い、帰還する住民の利便性を高める。 

  

 整備概要 

  大平山来福寺東線（仮称）：L=0.88km W=9.75m 

   大平山地区住宅団地 ～ 幾世橋地区住宅団地 

 

 各種計画 

＜浪江町復興まちづくり計画 Ⅲ復興まちづくり方針 １５頁＞ 

(1) インフラの復旧・整備 ①道路関係 【その他の道路】（３５頁のイメージ図参照） 

 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

・道路詳細設計、地盤解析、埋蔵文化財調査、用地測量 

＜平成２９年度＞ 

・用地測量、用地交渉、工事着手 

地域の帰還環境整備との関係 

 浪江町で進んでいる各種復旧・復興事業を結ぶ道路を他の環境整備事業と一体的に整備する事により、

相互間通行の安全性と利便性が大きく向上する。それにより帰還した住民のコミュニティを再生、維持す

ることが可能となる。また、帰還に向けた各事業の事業予定地へのアクセスを確保し相互間通行を効率化

することにより、それぞれの事業の実施効率が向上し、浪江町の復旧・復興事業が大きく加速されること

が期待できる。 

関連する事業の概要 

 

 

 



 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 30 事業名 浪江町道路整備事業（一里檀大町線） 事業番号 (1)-11-3 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 １１４，１２６（千円） 全体事業費 １，０２９，８３９（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 平成 29年 3月の避難指示解除に向けて、災害公営住宅整備事業による住宅団地整備や教育施設の整備、

請戸漁港の復旧、産業団地の整備等の各種復旧・復興の事業が進んでいる。その中で各施設へのアクセス

道路を一体的に整備することにより、帰還した住民の安全性と利便性の確保を図る。 

本事業により復興拠点施設が集中する幾世橋地区の各種整備事業の復旧・復興事業の加速に大きく寄与

することにより、住民の帰還促進に繋げる。 

事業概要 

 防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業で整備される幾世橋地区住宅団地に居住する住民の交通

に関する安全性と利便性を確保できるように各種事業と一体的にアクセス道路の整備を行い、帰還する住

民の利便性を高める。 

 

整備概要 

   一里檀大町線（仮称）：L=1.45km W=9.75m（うち、橋長 123m） 

   幾世橋地区住宅団地 ～ 北幾世橋地区住宅地 

  

各種計画 

 

＜浪江町復興まちづくり計画 Ⅲ復興まちづくり方針 １５頁＞ 

(1) インフラの復旧・整備 ①道路関係 【その他の道路】（３５頁のイメージ図参照） 

 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞  

・道路詳細設計、橋梁詳細設計、地盤解析、用地測量 

＜平成２９年度＞ 

・用地測量、用地交渉、工事着手 

地域の帰還環境整備との関係 

 浪江町で進んでいる各種復旧・復興事業を結ぶ道路を他の環境整備事業と一体的に整備する事により、

相互間通行の安全性と利便性が大きく向上する。それにより帰還した住民のコミュニティを再生、維持す

ることが可能となる。また、帰還に向けた各事業の事業予定地へのアクセスを確保し相互間通行を効率化

することにより、それぞれの事業の実施効率が向上し、浪江町の復旧・復興事業が大きく加速されること

が期待できる。 

関連する事業の概要 

 

 

 



 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 31 事業名 浪江町道路整備事業（小熊田宮田線） 事業番号 (1)-11-4 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （0(千円)） 

31,536（千円） 

全体事業費 337,526（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

現在町は、平成 29年 3月の避難指示解除に向けて復興・復旧を加速度的に進めているところであるが、

その中で浪江町北産業団地整備事業は「浪江町復興まちづくり計画」で「雇用創出エリア」に位置づけら

れており、そのエリアから国道 6号へのアクセス道路の整備により、「雇用創出エリア」としての機能向上

を図る。 

事業概要 

本事業は、「浪江町復興まちづくり計画」で「雇用創出エリア」に位置づけられている浪江町北産業団地

整備事業地内から、重要幹線である国道 6 号をつなぐアクセス道路を整備するため、路線・地形測量、道

路詳細設計をする。 

 

整備概要 

 町道小熊田宮田線 Ｌ＝800ｍ Ｗ＝6.5ｍ（11.0） 

 浪江町北工業団地 ～ 国道 6号線 

 

各種計画 

＜浪江町復興まちづくり計画（平成 26年 3月）＞ 

Ｐ.29 Ⅲ復興まちづくり方針 1 避難指示解除に向けたまちづくり方針 

（9）双葉郡北部の復興拠点の整備 

Ｐ.34 Ⅲ復興まちづくり方針 2避難指示解除以降のまちづくり方針 

（6）産業の再生・創出 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

・路線・地形測量、道路詳細設計 延長約 0.8km、W=6.5m（11.0） 

＜平成２９年度以降＞ 

・用地取得、道路工事 

地域の帰還環境整備との関係 

この道路に連結する浪江町北産業団地整備事業地内は「雇用創出エリア」として、双葉郡北部の産業拠

点として若い世代が期待を持てる産業創出の中心となる場所であり、アクセス道路の整備によって「雇用

創出エリア」としての機能向上を図る。 

関連する事業の概要 

・浪江町北産業団地整備事業  A=6.3ha 

本事業により道路を整備し接続させることによって、浪江町北産業団地整備事業地内にできる「雇用創

出エリア」から国道 6号へのアクセス道路となる。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 



 

 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 32 事業名 浪江町再生賃貸住宅駐車場整備事業 事業番号 ◆(1)-5-2-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町(直接) 

総交付対象事業費 （0（千円）） 

25,964（千円） 

全体事業費 25,964（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

浪江町再生賃貸住宅として供給する雇用促進住宅（1 棟 40 戸×2 棟＝80 戸）の改修工事と併せて、不足

する駐車場の用地を取得し、整備を実施する。 

浪江町は、車社会の土地柄であり、通勤用と買い物等の世帯用とで 1 世帯あたり 2 台程度の車を所有し

なければ生活上支障をきたす状況となっている。 

入居者の利便性向上の観点から必要な駐車台数を確保する必要があり、住宅改修工事と一体的に整備す

ることで、復旧・復興を促進し町民の帰還意欲を高めることを目標とする。 

事業概要 

 震災前に雇用促進住宅入居者用の駐車場として、借用し使用していた箇所の用地取得（Ａ＝893 ㎡）を行

い、32台分の浪江町再生賃貸住宅の駐車場として整備をする。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 駐車場用地の取得(Ａ＝893㎡) 

 駐車場整備工事(アスファルト舗装、車止めブロック、区画線) 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 駐車場整備は、同時に整備する浪江町再生賃貸住宅（元雇用促進住宅）の住環境をよりよくし、入居者

の利便性向上へとつなげていく。さらに隣接して災害公営住宅、防災集団移転住宅の整備を計画しており、

一体的なコミュニティ形成が容易になり、帰還意欲を助長する。また事業再開、復興関連の方も居住する

ことで復興促進にもつながる。 

 

関連する事業の概要 

浪江町再生賃貸住宅整備事業（雇用促進住宅改修設計等） 

鉄筋コンクリート造 5階建て 2棟 80戸の改修、廊下棟増設、エレベーター新設、外構工事他を実施し、

現代のニーズに合った住宅へと改修する。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 （1）-5-2 

事業名 浪江町再生賃貸住宅整備事業(雇用促進住宅改修設計等) 

交付団体 浪江町 

基幹事業との関連性 



 

 浪江町再生賃貸住宅整備事業（雇用促進住宅改修設計等）の敷地内で確保できる駐車台数（102台）と併

せて、震災前から借用・使用していた駐車場の敷地を確保し再整備することで、入居者が安心して居住で

きるようにする。それにより、入居者の利便性をさらに向上させ、改修後の住宅としての価値をより一層

高めるものである。 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 33 事業名 浪江町復興計画策定事業 事業番号 （1）-10-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （0（千円）） 

32,557（千円） 

全体事業費 32,557（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 平成 24年 10月に策定した浪江町復興計画【第一次】及び平成 26年 3月に策定した浪江町復興まちづく

り計画において、平成 29年 3月を帰還開始目標とし、町内の帰還環境の整備に努めている。 

 発災より 5 年が経過し、復旧・復興の進捗、町民の生活スタイルや感情が変遷している中で、これら計

画をさらに具体化した計画が必要となっている。帰還に向けた町の方向性について町民をはじめさまざま

な方と共有することで、帰還へ向けた共通認識を図り帰還加速へつなげることができる。 

事業概要 

 平成 26年 3月に策定した浪江町復興まちづくり計画においては、避難指示解除準備区域を中心とするＪ

Ｒ常磐線から東側を当面の復興拠点とし、段階的に町全土の帰還環境の回復･整備に努めることとしてお

り、居住制限区域や帰還困難区域を含めた具体的な再生プランの作成が求められていることから、本事業

により復興計画【第一次】の見直しを行い、まちづくりも含めた第二次復興計画を策定する。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成２８年度＞ 

復興計画策定検討委員会を立ち上げ、年 10回程度開催を予定している。その中で、浪江町復興計画【第

二次】の策定を進め、素案を提示した上で広く町民の意見を聴取するためのパブリックコメントを実施し、

さらなる内容の精査に取組む。策定後は、全世帯へ配布するとともにホームページへ公開することとする。 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 復興まちづくり計画においては、長期的な町全土の環境回復を掲げており、本事業を実施し町全体の具

体的な再生の姿を住民に示し、さらなる帰還環境の回復・整備に努める。 

関連する事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 35 事業名 浪江町道路整備事業管理支援事業 事業番号 ◆(1)-11-1-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 28,291（千円） 全体事業費 28,291（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 浪江町は、平成２９年３月の避難指示解除を目標として、各種復旧・復興事業が進んでいる。これらの

うち、道路整備事業は４事業あり、帰還に向けた生活環境整備に向けて確実に実施していく必要がある。

道路事業の今後の設計・工事を実施していくにあたり、相互の事業調整や各事業管理等を的確に行って、

各事業の効率的かつ確実な事業進捗を図る。 

事業概要 

 本事業は、浪江町の道路整備事業に関して、浪江町が行う調整及び管理等の業務支援、補完することで

効率的で確実な事業進捗を図ることを目的とする。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

・設計発注計画、設計業務監理、設計者間調整 

＜平成 29～30年度＞ 

・工事発注計画、施工監理、工事受注者間調整 

地域の帰還環境整備との関係 

 本事業の対象としている帰還環境整備事業において、交通の安全性・利便性の確保が進むことにより、

町民の帰還意欲を促進し、さらに復興の拠点に整備される仮設商業施設、福祉関連施設整備、小中学校の

再開等のまちづくり事業の促進にも繋がることが期待できる。 

関連する事業の概要 

 ・浪江町道路整備事業（請戸漁港小高瀬迫線） 

 ・浪江町道路整備事業（大平山来福寺東線） 

 ・浪江町道路整備事業（一里壇大町線） 

 ・浪江町道路整備事業（小熊田宮田線） 

「＠※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (1)-11-1、(1)-11-2、(1)-11-3、(1)-11-4 

事業名 浪江町道路整備事業（請戸漁港小高瀬迫線）浪江町道路整備事業（大平山来福寺東線） 

浪江町道路整備事業（一里壇大町線）浪江町道路整備事業（小熊田宮田線） 

交付団体 浪江町 

基幹事業との関連性 

本事業は、基幹事業である道路整備事業の調査・設計および工事に係る管理等の支援を行う

ことにより、事業の効率的かつ確実な進捗を図るものである。 

 



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 36 事業名 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）管理支援事業 事業番号 ◆(1)-1-1-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 51,906（千円） 全体事業費 51,906（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 浪江町は、平成２９年３月の避難指示解除を目標として、各種復旧・復興事業が進んでいる。これらの

うち、災害公営住宅整備事業は、帰還に向けた住宅環境整備に向けて確実に実施していく必要がある。事

業の今後の設計・工事を実施していくにあたり、相互の事業調整や各事業管理等を的確に行って、各事業

の効率的かつ確実な事業進捗を図る。 

事業概要 

 本事業は、浪江町の災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）に関して、浪江町が行う調整及び管理等の業

務支援、補完することで効率的で確実な事業進捗を図ることを目的とする。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

①建築：設計発注計画、設計業務監理、設計者間調整、工事発注計画、調達支援、施工監理、 

工事受注者間調整 

②土木（造成）：設計業務監理、設計者間調整、工事発注計画、調達支援、施工監理、工事受注者間調整 

 

＜平成 29年度＞ 

 ①建築：施工監理、工事受注者間調整 

 ②土木（造成）：施工監理、工事受注者間調整 

地域の帰還環境整備との関係 

 本事業の対象としている帰還環境整備事業において、住宅の確保が進むことにより、町民の帰還意欲を

促進し、さらに復興の拠点に整備される仮設商業施設、福祉関連施設整備、小中学校の再開等のまちづく

り事業の促進にも繋がることが期待できる。 

関連する事業の概要 

  

 

「＠※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 (1)-1-1 

事業名 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区） 

交付団体 浪江町 

基幹事業との関連性 

本事業は、基幹事業である災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）の建築・造成に関して設計

および工事に係る管理等の支援を行うことにより、事業の効率的かつ確実な進捗を図るもの

である。 



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 37 事業名 災害公営住宅整備事業（幾世橋地区）関連道路整備等事業 事業番号 ◆（1）-1-1-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （0（千円）） 

82,720（千円） 

全体事業費 253,564（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 帰還に向けた住宅環境整備として浪江町災害公営住宅（幾世橋地区）の整備を進めている。このような

中、周辺道路の幅員拡幅や住宅団地内道路（整備後に町道認定）の整備等を行い、住宅団地の住民が安全

かつ効率的な交通ができるような環境を整えることで入居促進を図り、更には町民の帰還意欲を高めるこ

とを目標とする。 

事業概要 

 浪江町災害公営住宅（幾世橋地区）の外周道路の幅員拡幅、及び住宅団地内の道路整備等を行う。 

 

【浪江町復興計画（第一次）】 

 6.ふるさとを再生していくための取組み 

  3）まちづくり計画の策定・推進と住まいの整備 

  （2）生活環境の整備、市街地の再生 

   ○町内復興公営住宅の早期設置 

   ・自宅にすぐに帰還できない方（津波被災者を含む）についても、同時期に町内での生活を再開で

きるように、復興公営住宅を中心とした住宅整備を進めます 

【浪江町復興まちづくり計画】 

 Ⅲ 復興まちづくり方針 

  1 避難指示解除に向けたまちづくり方針（平成 29年 3月までに準備するもの） 

  （5）住宅の確保 

   ③復興公営住宅の整備による住宅の確保 

   ・町内での生活を再開する上で住宅を確保できない町民のために、避難指示解除に合わせて、順次、

入居が可能となるよう復興公営住宅を整備します 

 ※上記、復興計画及びまちづくり計画における「復興公営住宅」は、今回整備する災害公営住宅と同じ

目的・機能を持つものである 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成２８年度～平成２９年度＞ 

浪江町災害公営住宅（幾世橋地区）の１工区整備に付随する道路整備等を行う。 

・造成工事・道路舗装等 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 災害公営住宅（幾世橋地区）団地の関連道路等を整備することで、付近に整備予定の仮設商業施設整備、

福祉関連施設整備、小中学校の再開等との安全なアクセスによる利便性向上がなされることから、入居促

進が図られ、更には帰還意欲を高め復興促進につなげるものである。 



 

関連する事業の概要 

浪江町災害公営住宅整備事業（幾世橋地区） 

平成２６年８月の意向調査結果に基づき、帰還の意思があり、かつ災害公営住宅への入居を希望してい

る町民向けに災害公営住宅８５戸（うち津波被災者分１６戸）を建設する。 

防災集団移転事業 

復興交付金事業である津波被災者の防災集団移転先地の整備（宅地７区画）が、同一エリアに予定され

ている。造成については防災集団移転促進事業と合わせて実施していく見込みである。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 （1）-1-1 

事業名 浪江町災害公営住宅整備事業（幾世橋地区） 

交付団体 浪江町 

基幹事業との関連性 

 浪江町災害公営住宅（幾世橋地区）団地の内外道路等を整備することで安全かつ効率的な交通環境を整

える。これにより、団地の入居者が安心して居住できるようになることから、入居促進及び帰還意欲の向

上を図るものである。 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 14 事業名 浪江町南・北産業団地整備事業 事業番号 （6）-45-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （63,650（千円）） 

192,526（千円） 

全体事業費 （63,650）    

378,163（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 福島第一原子力発電所の北側に低線量な地域と町の中心を有すること、常磐自動車道浪江インターの開

通による首都圏や仙台圏へのアクセス向上等の優れた立地条件を活かした双葉郡北部の復興拠点としての

役割を担い、新たな産業拠点整備をおこない、若い世代が将来に希望をもてる企業誘致、雇用の場の確保

により地域経済の立て直しを図る。 

事業概要 

浪江町復興まちづくり計画（平成 26年 3月）に位置付けられている「雇用創出エリア」の実現に向けて、

浪江町の基礎的条件、企業立地のポテンシャルや企業ニーズ等の把握をおこない、町が目指す産業集積と

の調整を図りながら浪江町南・北産業団地整備する。 

＜浪江町復興計画【第一次】（平成 24年 10月）＞ 

【計画編 P.58】 

10）産業の集積による地域経済の再生 

【施策編 P.163】 

（1） 新たな産業集積による雇用の場の確保 

（2） 地域課題の解決に則した産業の集積 

 

＜浪江町復興まちづくり計画（平成 26年 3月）P.3＞ 

3 帰還開始時におけるまちづくりイメージ図：雇用創出エリア 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

・測量調査、地質調査 

平成 27年度に策定した浪江町南・北産業団地基本計画の土地利用等を踏まえ、南産業団地予定地約 50ha

（浪江町請戸字大平山地内）と北産業団地予定地（浪江町大字北幾世橋地内）約 6.3ha の測量調査、地質

調査を実施する。 

・不動産鑑定評価 

不動産鑑定評価を行い、地権者説明、用地取得に向けた基本事項の調査を実施する。 

・基本設計 

 

＜平成 29年度＞ 

・実施設計 

地域の帰還環境整備との関係 

これまでの地域経済を支えてきた産業は原子力災害により甚大な被害を受けた。避難した住民の帰町判



 

断の一つである雇用の場の確保は当町の帰還再生のための喫緊の課題である。地域経済の立て直しために

既存産業の再生と併せて新たな産業集積を図り相当数の雇用の場を確保すること、その新たな産業の受け

皿となる産業団地整備を行うことで避難住民の帰還と新たな住民の定住促進に繋がり地域の再生を加速さ

せる。 

関連する事業の概要 

ふくしま産業復興投資促進特区又は福島復興再生特別措置法による優遇措置。（新規立地企業の法人税 5年

免除、機械・装置等の投資に係る特別償却・税額控除、被災者雇用給与支給額の 10～20％の税額控除、固

定資産税等の課税特例） 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 34 事業名 既存工業用地（藤橋地区）を活用した産業団地整備事業 事業番号 (6)-45-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 1,060,221（千円） 全体事業費 1,060,221（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

浪江町は、福島第一原子力発電所の北側に低線量な地域と町の中心を有すること、常磐自動車道浪江イ

ンターの開通による首都圏や仙台圏へのアクセス向上等の優れた立地条件など非常に高いポテンシャルを

有している。これら町のポテンシャルを活かした双葉郡北部の復興拠点としての役割を担い、既存工業用

地を活用し早期立地を希望される新たな起業者ニーズに対応する産業拠点整備を行い被災地域での雇用の

場の確保を行うことで、地域の復興を担う若い世代の帰町促進を図る。 

事業概要 

既存の誘致企業の資産を活用することで用地取得や造成期間の短縮を図り、早期立地を希望される企業の

誘致促進をはかかる。 

 浪江町藤橋地区にある、約 12ha（1団地 1社）の既存誘致企業が所有する資産を買収し、区画し直し（4

区画化）新たな産業団地としての再整備を図る。 

 〇用地取得費、建屋取得費 

 〇建物の解体設計費 

 〇敷地再造成設計費 

 〇発注者支援業務 

 

◎浪江町復興計画（第 1次） 

【計画編 P58】 

10）産業の集積による地域経済の再生 

【施策編 P163】 

（3） 新たな産業集積による雇用の場の確保 

（4） 地域課題の解決に則した産業の集積 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 【敷地用地及び既存建屋取得事業】 

   約 12haの敷地買収及び、今後立地を希望する企業が既存建屋を利活用する場合は、解体せずに 

建屋も買収する。 

【建物解体設計委託事業】 

  既存建屋の解体に伴う解体設計業務 

【再造成設計委託事業】 

  再造成に係る再造成設計業務（給配水管など施設インフラの敷設替え、共有利用となる構内道の 

路盤改修など） 

 【発注者支援業務】 

   設計委託、造成工事、解体工事業務に対して、設計監理を発注者支援として業務委託する。 



 

 

＜平成 28年度 後半＞ 

【再造成工事】【施設解体工事】 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 避難した町民の帰町判断の一つである「雇用の場の確保」への対応が最重要課題とされている。しかし

ながら東日本大震災及びそれに伴う福島第一原子力発電所事故に伴い、被災地域の経済基盤そのものが崩

壊し震災前の誘致企業も避難先において経営基盤を定着しており、帰還しての操業は非常に難しいとの判

断をされている。 

 一方、被災地において新たに起業を考えている事業者、また震災前より規模を拡大して事業再開を考え

ている町内事業者もおり、その受け皿となる産業団地の整備が喫緊の課題となっている。 

地域経済の立て直しために既存産業の再生と併せて新たな産業集積を図り相当数の雇用の場を確保する

こと、その新たな産業の受け皿となる産業団地整備を行うことで避難住民の帰還と新たな住民の定住促進

に繋がり地域の再生を加速させる。 

関連する事業の概要 

ふくしま産業復興投資促進特区又は福島復興再生特別措置法による優遇措置。（新規立地企業の法人税 5年

免除、機械・装置等の投資に係る特別償却・税額控除、被災者雇用給与支給額の 10～20％の税額控除、固

定資産税等の課税特例） 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 1 事業名 外部被ばく線量測定事業 事業番号 （3）-22-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （192,456（千円）） 

395,338（千円） 

全体事業費 1,206,866（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 ふるさと浪江の復興・復旧には、行政だけでの取組みでは困難な状況であり、浪江町民も復興の担い手

とし事業の再開、農地・地域の保全等の取組みを実施していくこととなるが、いまだ除染が進んでいない

状況を鑑み、立入りする際に町民の放射能被ばくリスクや健康への影響・不安を各放射線に関する検査を

実施することにより解消を図り、帰還意向の促進へつなげる。 

 

事業概要 

多くの町民が避難先から浪江町内へ立入りをしているが、未だ除染が未実施であり、避難解除準備区域

や居住制限区域であっても局所的に線量の高い所が明らかになっていない。また、線量の高い区域からの

入町も多数おり、不要な被ばくをさせないためにもガラスバッジを配布し積算線量を測定し健康管理を行

う。 

 ガラスバッジ発送⇒測定（3ヶ月）⇒回収⇒報告書発送のサイクルで通年測定を行う。第１四半期の発

送は前年度に完了しているが、来年度の第１四半期分は今年度末に発送するため 4回分を計上する。 

浪江町全町民 12,000 人を対象としガラスバッジを配布する。（15 歳未満と妊婦については、県事業で対

応） 

3ヶ月サイクルで回収・分析し、放射線に関する健康管理を行う。回収後のデータは個人へ郵送し、健

康管理手帳へ記載してもらう。町としてもデータの分析を行い、危険箇所や立入制限のための資料として

活用する。 

また、避難指示解除に向け、今後町民の特例宿泊や準備宿泊の実施が想定され、数年ぶりに居住という

ことが可能となる。町内に居住するには、線量をリアルタイムで正しく知り、それに応じた対応ができる

よう努めていく必要がある。そのためにいつでも積算線量の可視化が可能であるＤシャトルを使用し、町

民が各宿泊を経て安心した帰還を促進していく。随時、ガラスバッジからＤシャトルへ切り替えをしてい

き、最終的にＤシャトルのみで個人積算線量の把握をしていくこととする。 

 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 ・ガラスバッジ 

対象者 12,000人 

 ガラスバッジを 3ヶ月ごとに、発送⇒測定⇒回収⇒報告書発送のサイクルで通年測定を行う。 

 測定結果については、各個人へ報告するとともに、町としてもデータ分析を行い、危険個所や立入制限

の検討を行う。 

 ・Ｄシャトル 

 対象者 5,000人 

 町内への特例宿泊や準備宿泊を希望する町民へは、ガラスバッジを回収した上でＤシャトルでの測定を

行う。町内で生活する際には常に身に付け、専用の表示器（1世帯あたり 1つ）にて積算線量を正しくリ



 

アルタイムで把握していく。読み取り用のパソコンは浪江町役場本庁舎へ 1台設置し、町内滞在者が数値

を把握できるよう体制を整える。 

 

＜平成 29年度＞ 

 平成 28年度と同じ 

地域の帰還環境整備との関係 

 ふるさと浪江への立入りに際して課題とされる、被ばくリスク・放射能健康不安の解消に努めることに

より、立ち入りする町民が安心して町内への立入り及び宿泊することができ、ひいては町内での事業再開、

地域保全対策、防犯・防災対策など住民との協働による取組みを実施することで、帰還意向の促進を図る。 

関連する事業の概要 

  

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 2 事業名 内部被ばく検査事業 事業番号 （3）-22-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （25,804（千円）） 

48,218（千円） 

全体事業費 111,202（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 ふるさと浪江の復興・復旧には、行政だけでの取組みでは困難な状況であり、浪江町民も復興の担い手

とし事業の再開、農地・地域の保全等の取組みを実施していただくこととなるが、いまだ除染が進んでい

ない状況を鑑み、立ち入りの際に町民の放射能被ばくリスクや健康への影響・不安を各放射線に関する検

査により解消を図り、帰還意向の促進へつなげる。 

事業概要 

 町民の長期的な健康管理を目的として、すべての町民を対象に、内部被ばく検査（ホールボディーカウ

ンター）を実施する。 特に、区域見直しにより浪江町内へ立ち入る機会も増えていることから、町とし

て年 1回の検査を推進している。 

震災当初は内部被ばく検査場所が限られていたことから、平成 23 年に町独自でＷＢＣを購入し浪江町

津島仮設診療所（二本松市）に隣接設置し内部被ばく検査を実施している。次年度以降も検査事業を継続

する。 

また、長期避難が継続している中、仮設住宅から復興公営住宅への移行中である中、二本松市石倉地区

に整備する復興公営住宅敷地内に現浪江町津島仮設診療所を移行することとしており、それに併せてホー

ルボディーカウンター機器も移設し、町民の放射能健康の不安払しょくのため、次年度以降も検査を継続

していく。 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 対象：全町民 

    検査場所：浪江町津島仮設診療所となり（二本松市安達運動場仮設住宅敷地内） 

    検査実施に伴う、業務委託料及び検査棟の借上げ、データ整理や受付業務などのための臨時職員

にかかる経費、検査に係る消耗品などの経費 

 

＜平成 29年度＞ 

 平成 29年度と同じ 

地域の帰還環境整備との関係 

 ふるさと浪江への立入りに際して課題とされる、被ばくリスク・放射能健康不安の解消に努めることに

より、立ち入りする町民が安心して町内に立ち入ることができ、ひいては町内での事業再開、地域保全対

策、防犯・防災対策など住民との協働による取組みを実施することで、帰還意向の促進を図る。 

関連する事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 



 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 3 事業名 甲状腺検査事業 事業番号 （3）-22-3 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （1,700（千円）） 

2,951（千円） 

全体事業費 7,955（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 ふるさと浪江の復興・復旧には、行政だけでの取組みでは困難な状況であり、浪江町民も復興の担い手

とし事業の再開、農地・地域の保全等の取組みを実施していただくこととなるが、いまだ除染が進んでい

ない状況を鑑み、立ち入りする際に町民の放射能被ばくリスクや健康への影響・不安を各放射線に関する

検査により解消を図り、帰還意向の促進へつなげる。 

事業概要 

 浪江町津島仮設診療所（二本松市）、ひらた中央病院（公益財団法人震災復興支援放射能対策研究所）（石

川郡平田村）において、40 歳以下の町民を対象とした甲状腺検査事業を実施する。さらに、全日本民主

医療機関連合会と契約により、当該連合会に加入している全国の医療機関で甲状腺検査を受診できる体制

を整備している。 

福島県で行っている甲状腺検査は、20 歳までは 2 年ごと、それ以降は 5 年ごととなっている。いまだ

除染がされていない町内への立入り機会もあることから甲状腺への影響不安については継続的に検査を

し、町民の不安払しょくを図る必要があることから、県が検査しない年については町が独自に検査をする 

 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

40歳以下の全町民を対象として検査を実施する。   

想定受診人数 （津島仮設診療所）      100名 

       （全日本民主医療機関連合会） 50名 

       （ひらた中央病院）      100名 

＜平成 29年度＞ 

平成 28年度と同じ 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 ふるさと浪江への立入りに際して課題とされる、被ばくリスク・放射能健康不安の解消に努めることに

より、立ち入りする町民が安心して町内に立ち入ることができ、ひいては町内での事業再開、地域保全対

策、防犯・防災対策など住民との協働による取組みを実施することで、帰還意向の促進を図る。 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  



 

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 4 事業名 浪江町健康管理検討委員会事業 事業番号 （3）-22-4 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （564（千円）） 

814（千円） 

全体事業費 1,814（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 ふるさと浪江の復興・復旧には、行政だけでの取組みでは困難な状況であり、浪江町民も復興の担い手

とし事業の再開、農地・地域の保全等の取組みを実施していただくこととなるが、いまだ除染が進んでい

ない状況を鑑み、立ち入りする際に町民の放射能被ばくリスクや健康への影響・不安を各放射線に関する

検査により解消を図り、帰還意向の促進へつなげる。 

事業概要 

 ガラスバッジによる外部被ばく線量測定や初期被ばく、内部被ばく、甲状腺検査などの各種検査結果を

もとに、有識者と町民による浪江町民の放射線健康管理等についての検討会を設置・運営する。それをも

とに、放射能に対しどのような対応をしていくことが適切かについて検討し、リスクコミュニケーション

に役立てていく。 

 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 町民の放射線健康管理についての有識者と町民による検討会を実施する。（委員 8 名程度、年 2 回程度

開催） 

＜平成 29年度＞ 

平成 28年度と同じ 

地域の帰還環境整備との関係 

 ふるさと浪江への立入りに際して課題とされる、被ばくリスク・放射能健康不安の解消に努めることに

より、立ち入りする町民が安心して町内に立ち入ることができ、ひいては町内での事業再開、地域保全対

策、防犯・防災対策など住民との協働による取組みを実施することで、帰還意向の促進を図る。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 5 事業名 放射能測定器校正事業 事業番号 （3）-22-5 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （43,672（千円）） 

82,580（千円） 

全体事業費 297,367（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 ふるさと浪江の復興・復旧には、行政だけでの取組みでは困難な状況であり、浪江町民も復興の担い手

とし事業の再開、農地・地域の保全等の取組みを実施していただくこととなるが、いまだ除染が進んでい

ない状況を鑑み、立ち入りする際に町民の放射能被ばくリスクや健康への影響・不安を各放射線に関する

検査により解消を図り、帰還意向の促進へつなげる。 

事業概要 

 平成 24 年度に放射線への不安解消、町民の安心確保のため、浪江町全世帯へ配布した放射能測定器に

ついて、性能を維持するため、年 1回定期的に点検・校正を推奨しており、全世帯へ通知し回収・校正ま

たは修繕を実施する。 

 また、町内防犯対策のため町民へ町が委嘱しパトロールを実施している、防犯見守り隊が常時使用して

いる測定器についても、性能維持のため校正を実施し、継続した町民の安心安全な立入りの機会を確保し

ていく。 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 全世帯を対象に配布した放射能測定器の機器メンテナンスのための回収・校正並びに修繕を行う。 

  想定台数：（持込）2,200 台 （郵送）2,200台  計 4,400台 

       （見守り隊用）10台         計 10台 

＜平成 29年度＞ 

 平成 28年度と同じ 

地域の帰還環境整備との関係 

 ふるさと浪江への立入りに際して課題とされる、被ばくリスク・放射能健康不安の解消に努めることに

より、立ち入りする町民が安心して町内に立ち入ることができ、ひいては町内での事業再開、地域保全対

策、防犯・防災対策など住民との協働による取組みを実施することで、帰還意向の促進を図る。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 8 事業名 水道水に対する住民の不安解消事業 事業番号 (3)-22-6 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （6,634（千円）） 

289,789（千円） 

全体事業費 355,585（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

住民の早期帰還促進に資するべく、町内４か所の取水場（苅野、大堀、谷津田、小野田）において放射

性物質モニタリングを実施し、結果について広く住民に周知し理解促進を図ることによって住民の一層の

安心につなげていく。 

事業概要 

水道水に対する住民の不安を払拭するためには、連続的な放射性物質モニタリング検査を実施し、水道

水の安全性を常時監視できる体制を整えることが重要である。このため、町内４カ所にある取水場それぞ

れに、１時間ごとに水道水の自動サンプリングを行う機器を導入する。また、今後も適正な検査精度を確

保し安定した運転を図るため、当該機器の定期点検及び保守を実施する。 

また、水質検査も併せて実施する。各項目により違いはあるが、年１回から８回実施する。飲料水とし

て安心安全な水を提供できることで、町民や事業者が安心して帰還しふるさと浪江町の復旧復興へ尽力で

きる環境を確保する。 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 ・町内４カ所の取水場における放射性物質の 24時間モニタリング検査機器の製作・設置・試運転 

・水質検査 

 （検査項目）・水質基準 51項目検査：          年 4回 

・水質基準 49項目検査：          年 12回 

・水質基準 39項目検査：          年 4回 

・水質基準 9項目検査：           年 32回 

・水質基準 8項目検査：           年 12回 

・水質基準 2項目（カビ臭）検査：     年 8回 

・指標菌（嫌気性芽胞菌）検査：      年 16回 

・指標菌（大腸菌定性）検査：       年 16回 

・クリプトスポリジウム・ジアルジア検査： 年 4回 

・水質管理目標設定項目 16項目：      年 4回 

・保菌検査：               年 8回 

＜平成 29年度以降＞ 

・定期点検及び保守の実施 

・水質検査 

地域の帰還環境整備との関係 

上記の取り組みにより、町内の水道水の安全性を確保し、住民に広く理解いただくことで、避難住民の

早期帰還促進に向け、一層の安心につなげることに寄与する。 

 

関連する事業の概要 



 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 除染検証による線量低減対策事業 事業番号 （3）-22-7 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （28,947（千円）） 

115,537（千円） 

全体事業費 464,527（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 浪江町は「浪江町復興計画【第一次】」において、避難指示解除時期の想定を平成 29年 3月としている。

町内へ帰還し放射線量による健康被害を懸念する町民の声を払しょくし、安心安全に暮らすため、様々な

取組みを実施し解消をしていきたい。そこで、除染後の家屋等の線量分布をガンマカメラで可視化し、さ

らに有識者で構成する委員会を実施し、それらのデータを活用しながら放射線のリスクコミュニケーショ

ンを活発化させ、町内で暮らすことへの安心感を持ち、帰還への意欲や希望を醸成させることを目的とす

る。 

事業概要 

 当町においては、平成 25年 10月より除染廃棄物仮置場が確保できた行政区から順に除染を行っており、

終了した行政区の除染後の結果を可視化するため、ガンマカメラによる撮影を実施する。町民に対して除

染の効果を示すことで、町民の安全確保に努める。 

 また、それらのデータを活用しながら有識者で構成する委員会を立ち上げ、その都度町民や関係機関を

招集し、放射線に対するリスクコミュニケーションの気風を活発化させ、町内で安心して暮らすことがで

きるよう検証を進めていく。 

なお、本事業は浪江町復興計画【第一次】における、ふるさとを再生していくために必要な取組みとし

て位置づけ、復旧の加速化、町民の帰還判断への材料として実施する。 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 本格除染の完了した 9行政区(別紙参照)内において、すべての家屋について順次ガンマカメラでの撮影

を行う（約 9軒/日）。 

 さらに、有識者で構成する委員会でその結果を活用しながら 4 名程度の有識者と町民とで放射能に対す

るリスクコミュニケーションを図っていく。 

 

＜平成 29年度＞ 

 平成 28年度と同じ 

地域の帰還環境整備との関係 

 当町は、放射線による汚染被害を受け除染をしなければ居住が困難な状態である。帰還に向けては、町

民自身の自宅や敷地などの除染結果を知ることは不可欠である。除染後の結果を可視化することにより、

町内で暮らすことへの安心感を持つことで町民の帰還促進が期待される。また、町民自身が放射線につい

ての正しい知識を得ることで、リスクコミュニケーションの強化を図り、ふるさと再生を加速化させる。 

関連する事業の概要 

 外部被ばく線量測定事業、内部被ばく検査事業、甲状腺検査事業、浪江町健康管理検討委員会事業、水

質検査事業など、従前より実施している事業と合わせ、放射線に関する町民の不安軽減に資する取り組み

を強化する。 

 



 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 27 事業名 自家消費野菜等放射能検査事業 事業番号 (3)-22-8 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （0（千円）） 

21,825（千円） 

全体事業費 111,465（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

東日本大震災に伴う東京電力第一原子力発電所の事故後、４年を経過しようとする今も、多くの町民が

放射能による健康への影響に不安を抱いている。空間線量が及ぼす体への影響「外部被ばく」はさること

ながら、普段食事等から受ける「内部被ばく」について不安の声が多く寄せられている。 

自家消費野菜等の放射能検査体制の整備と検査結果の公表をすることで、食品の安心・安全を確保し、

放射線に対する不安軽減を図るとともに、帰町へ向けての意欲を高め、町の復興を加速させることを目標

とする。 

事業概要 

町内 1 箇所、二本松市１箇所に設置している検査所で、国及び県から貸与された放射能簡易分析装置 6

台と非破壊式放射能測定器 1 台、町で購入したゲルマニウム半導体検出器 1 台を使用し、町民自身が直接

摂取・接触する食品（自家栽培野菜、井戸水等）を測定する。 

 

・対象者：平成 23年 3月 11日現在、浪江町に住所を有していた方 

・費用：無料  

・場所：浪江町役場本庁舎、浪江町役場上竹倉庫事務所 

・受付日時：平日（日・祝日除く）午前 8時 30分～午後 5時 15分 

・測定品目：飲用水（井戸水、わき水など）、避難先での家庭菜園などの農作物、そ 

 の他の食品(山菜等)、農作物を栽培している農園の土壌(土壌とそこで栽培された 

 作物を一緒に持参された場合のみ検査。土壌のみの検査は不可。)、浪江町内の 

 食品は、避難指示解除準備区域および居住制限区域のもの。 

・検査対象外：自らが食用とするもの以外、市販されているものや販売予定のもの 

・申し込み方法：事前に電話、窓口 

・測定結果の通知方法：郵送、直接窓口受取り、電話受取り 

 

以上の条件で測定をおこなっている。 

また、毎月食品の放射能簡易分析結果を広報へ掲載する。 

 

【浪江町復興まちづくり計画（平成 26年 3月）】 

Ⅲ復興まちづくり方針 

１ 避難指示解除に向けたまちづくり方針 

(6)生活環境の確保 

⑤放射線対策 

・放射線による健康被害の未然防止、健康不安軽減のため、食品の安全性や健康に関 

する検査体制・情報連絡体制の整備や健康相談等の機会の拡充を図ります。 

 



 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

・上記事業概要に記載のとおり、2箇所の測定所で食品等の簡易放射能測定を実施する。 

なお、測定に要している測定装置については、年１回の点検校正業務を行う。 

・検査結果は、毎月広報へ掲載する。 

 

＜平成 29年度以降＞ 

 平成 28年度と同様。 

地域の帰還環境整備との関係 

自家消費野菜等の放射能検査体制を整備・維持することにより、内部被ばくを未然に防ぎ町民の健康を

守るとともに、町民が抱える食への不安を軽減し、食品等に対する安心・安全を確保することにつながる。

また、検査結果を公表し、食品の安全性を町民自らの目で確かめることにより、町内での農業再開や帰町

後の町民の生きがいづくり、帰町の判断を迷う方への判断材料などとなり、ふるさとへの帰町意識を譲成

させることにつながる。 

関連する事業の概要 

 

 

 
※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

  



 

 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 18 事業名 町道上柳町線交差点改良（土場踏切）事業 事業番号 ◆(1)-15-1-2 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 浪江町（直接） 

総交付対象事業費 （14,880（千円）） 

215,740（千円） 

全体事業費 250,000（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

 当町の風土でもあった文化・スポーツ活動を積極的に推進するため、帰還後活動が可能となる環境を整

備し、震災からの心の復興の実現と、健康で心豊かな町民生活を目指す。 

事業概要 

 浪江町復興まちづくり計画の実施計画では、当該地点に隣接する浪江町地域スポーツセンター（床面

積 1階 3552.60㎡、2階 445.19㎡、最大収容人数 3,500 人）を含むエリアを「教育文化交流ゾーン」と

して位置付け、また、解除当初の帰還見込み約 5,000 人の町民や町外に避難中の町民を対象にした各種説

明会やイベントを開催（町内外の交流イベント、文化芸能の発表会、スポーツイベント、放射線に関する

シンポジウムなど、分散開催していたイベントを当施設で集約開催する予定としている。 

当スポーツセンターは震災前、老朽化が著しかった町営第一・第二体育館（年間利用者 2万 8千人=H20）

の代替施設として整備し、2つの旧施設での活動を集約させ、文化スポーツ活動の拠点とする方針で整備を

したもの（帰還当初は 5,000 人、その多くが浪江駅北側の帰還が見込まれている。その後、段階的な帰還

者の増加や町民交流イベントの定期開催、新規転入者なども想定される）。立地する権現堂地区は町の人口

集中地区であったことに加え、避難指示解除準備区域であることから、帰還意向が比較的高くなっている。

帰還後は、町民生活の向上を図るため、教育・文化・スポーツ活動の拠点としての再開を予定しており、

現在、補強・改修工事を進めている。 

そのような中、帰還の中心となる権現堂地区をはじめとする浪江駅北側エリアと浪江町地域スポーツセ

ンターを結ぶ、町道上柳町線とＪＲ常磐線との平面交差点は、現在、幅員が 4.0ｍで車両の対面通行が非常

に困難な場所となっており、帰還した住民が交差点を通行するための安全対策が課題となっている。 

当スポーツセンターを整備したことで帰還後は交差点の交通量は大幅な増大が見込まれること（権現堂

地区などから、人換算で約 5,900 人、車両換算で約 1,500 台の通行が見込まれる）や震災前においても、

自動車の対面通行による接触事故や自転車通行者の落下事故などが発生しており、また、解除後は、当ス

ポーツセンター施設自体が集約・大型化されたことにより一層の混雑が予想されるため、震災前以上の安

全対策が必要になると考えている。 

こうしたことから、浪江町地域スポーツセンターの利用環境を整備するため、効果促進事業として交差

点の改良拡張を実施する。 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 町道上柳町線（浪江町大字権現堂地内） Ｌ＝60ｍ 3種 3級（40㎞/ｈ） 

                    Ｗ＝7.25（9.75）ｍ （原形 Ｗ＝3.0（4.0）ｍ） 

 道路改良工事（ＪＲ負担金） 

 



 

＜次回以降申請予定＞ 

 用地買収、町道部分の道路改良工事 

 

地域の帰還環境整備との関係 

 ＪＲ常磐線（浪江・桃内間）が平成 29年 3月の開通に向けて復旧が進められており、ＪＲの再開によっ

て浪江駅から地域スポーツセンターへのアクセス道としての利用も見込まれる。 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 （1）-15-1 

事業名 浪江町地域スポーツセンター改修事業 

交付団体 浪江町 

基幹事業との関連性 

浪江町地域スポーツセンターの利用環境を整備するため、効果促進事業として交差点の改良拡張を行う。 

 

  



 

（様式１－３） 

福島県（浪江町）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

平成 28年 2月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 9 事業名 浪江町事業者等向け浄化槽導入等支援事業 事業番号 (6)-47-1 

交付団体 浪江町 事業実施主体（直接/間接） 民間事業者（間接） 

総交付対象事業費 （101,392（千円）） 

117,787（千円） 

全体事業費 126,070（千円） 

再生加速化に関する目標 

 浪江町の復興・再生には産業の再開が不可欠であるが、町内の事業者にとって下水道インフラ修復が遅

れていることが事業を始める上で障害となっているため、各事業所等に浄化槽を設置して下水処理を行う

環境を整備することにより、町内での事業者の再開促進を図る。また、復興の見える化を実施することに

より、町民の帰還意識の向上も図る。 

事業概要 

 町内で再開を予定している事業所において、浄化槽及び付帯設備を新設し、下水処理を行う環境を整備

する。 

当面の事業概要 

＜平成 28年度＞ 

 町内で再開を予定している事業所において、浄化槽及び付帯設備の新設を行う。 

 

全 2基 

種別 規模 数量 

新設 
100 人槽 1基 

10人槽 1基 

・浄化槽設置にかかる費用 

 

＜平成 29年度＞ 

設置浄化槽の撤去の実施 

地域の再生加速化との関係 

 各事業所等に浄化槽を設置して下水処理を行う環境を整備することにより、町内での事業再開が促進さ

れ、ひいては住民の帰還に向けて、雇用の維持や生活上必要な商業施設の確保を図る。 

関連する事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


